
環境配慮型・観光MaaS（仮称：日光MaaS）導入プロジェクト

○応募事業：脱炭素交通 【設備等導入】

○代表事業者：東武鉄道株式会社

○地域課題

○目指す地域循環共生圏のイメージ

○事業実施地：日光市

 地域循環共生圏の「5本の柱」を軸にする場合の課題
• 住民・観光客の両方にとって過ごしやすく優しい交通システムの構築
• 地域間で連携しながら、暮らしやすさと林業の発展に寄与するエネルギーシステムの構築
• 林業・木材産業の成長産業化を図ると共に、災害に強いとちぎの基盤づくり
• ものつくり産業、林業・木材産業、観光業等、多様なビジネスの創出
• とちぎの豊かな自然を感じつつ、住民が働きやすく、暮らしやすい制度の構築

 地域循環共生圏の「3つの要素」を軸にする場合の課題
• とちぎの各地域で、働きやすく、暮らしやすい環境の構築
• 地域間で連携しながら観光を中心とした産業の発展
• 林業・木材産業の発展を軸にした自然との循環・共生

○共同実施者：株式会社JTB、栃木県、オリックス自動車株式会
社、株式会社JTBコミュニケーションデザイン、株式会社トヨタ
レンタリース栃木

○本事業を活用した地域課題の解決方策

「自動車CASE」の促進と「再生可能エネルギー」の活用を核として、県を代表する観光地である日光市を脱炭素先端モデル地域と位置づけ
ながら、「環境にやさしい観光地」としてのブランド化、温暖化対策、観光振興等の好循環の波を形成することで、環境・交通・観光・生
活の諸課題を同時に解決することを目的とする。交通利便性の向上、防災力の向上、環境保全、観光産業の振興などが連鎖的に実現されて
いくことにより、前述した全ての地域課題の解決に資する取組となる。



○事業概要

○導入予定の設備等のイメージ

本年度は事業目的の達成、ひいては2040年に目指す姿の実現に向けた事業計画に基づいたファーストステップとして、
・フリーパス、着地型コンテンツのデジタル化
・観光客向けのEVカーシェア、EVオンデマンド交通、電動レンタサイクルの導入
・観光客向けEV充電インフラの導入

を実現することを考えており、持続的な事業とするために、ビジネスモデルの精緻化や事業性分析を並行して実施する。また、中長期的（5年後以降）には
・上記事業の規模拡大
・住民向けのEVオンデマンド交通の導入
・地域内公共交通（バス・タクシー）のEV化
・観光客/住民/観光業者向けのオンデマンド交通を活用した貨客混載
・上記モビリティサービスと連動した観光業者との相互送客

など、規模・機能を拡大することに加え、宇都宮市など他地域でEVカーシェアを展開し、地域間での連携開始を目指す。
上記事業の実現に向けて、まずは本年度中に上記モビリティサービスの横断的な連携が可能なMaaSシステムを作り上げる。中長期的には電動モビリティ・再生可能エネ
ルギー融通システムの構築が必要となるため、その機能配置や構築方針なども含めた事業計画についても検討する。
なお、上記電動モビリティのエネルギー源としては、栃木県ならではの再生可能エネルギー電力メニュー（例：栃木県の水力発電が供給される「とちぎふるさと電気」）
や、卒FITとなる太陽光発電などの再生可能エネルギーを活用することで、より低炭素な社会システムの構築を目指すことを志向する。

○事業の実施体制

※本事業ではStep1と表記したシステムを導入予定


